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一橋大学 高山憲之 
 
１．事実確認 
１）平成 10年度以降、国税負担と社会保障負担に逆転現象が生じている（図１） 
２）国民負担率の長期的推移をみると、社会保障負担率は景気の変動にかかわりなく、ほぼ一
貫して上昇してきた（図２、図３） 
３）国民負担率のピークは平成２年度であるが、その後も老年人口比率は急激に上昇している
（図３） 
４）ヨーロッパの主要国と比較すると日本の消費課税や個人所得課税の負担は低い（図４） 
５）日本の公租公課の中では最近、年金保険料負担が突出している（図５） 
６）日本の再分配後所得（個人ベース）は最近、60歳以上の高齢者の方が 50歳未満の人より
高い（図６） 
７）厚生年金・政管健保・雇用保険の収支は平成 15年度から赤字に転落するおそれが大きい 
 
２．社会保険料負担の問題点 
  １）社会保険料負担は個人所得課税や法人所得課税の課税ベースを縮小させている 
  ２）社会保険料は「使途が特定化されている目的税」の１つであると考えることができる 
  ３）社会保険料は「賃金税」としての性格が強く、逆進的であり、かつ中立的でもない 
  ４）社会保険料の段階的引き上げは世代間でみた負担の不公平感を高めるおそれがある 
  ５）社会保険料を今後さらに引き上げると、負担回避の動きが加速し、国民年金だけでなく

厚生年金においても空洞化がますます進むおそれが強い 
 
３．増大する社会保障給付費をどう賄っていくのか 
  １）給付抑制および給付課税の強化 
  ２）高齢者も原則として現役組と同じ基準で費用を負担する体制へ 
  ３）オールジャパンによる公平負担：社会保障負担における 20年遅れの「直間比率見直し」 
 
４．税金で賄うべき社会保障給付の再検討 
  １）所得再分配上の配慮（上に薄く下に厚い給付） 
  ２）社会保険料（給付と直接結びついている負担に切りかえる）との住みわけ 
  ３）例示としての公的年金負担（案） 
  ４）消費税を基礎年金・老人医療・介護の３分野だけに限定してよいのか 
  ５）「パイの大きさ」「パイの切り方」よりも「パイの味」にもっと注意と関心を 
 
５．「社会保障の将来像が明確でないことが国民の将来不安の一大原因となっている」「頻繁な
制度改正が年金制度への不信感を生んでいる」という仮説は正しいか。むしろ社会保障制度
改革の手順やルールが信頼されるものになっていないことの方が問題ではないのか 
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図１　租税負担額（国税）と社会保障負担額の推移
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（備考）１．租税負担額（国税）は、租税収入ベースであり、特別会計分を含む。なお、12年度までは決算額、13年度は補正後予算額、14年度は予算額による。
　　　　 ２．社会保障負担額は、ＳＮＡベースであり、９３ＳＮＡに基づく計数である。なお、12年度までは実績、13年度は実績見込み、14年度は見通し。
          ３．租税負担額（国税（郵貯除き））は、租税負担額（国税）から12年度以降の定額郵便貯金満期分にかかる利子税収を控除した額である。
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図２　国民負担率の推移（対国民所得比）
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（備考）１．平成12年度までは実績、平成13年度は実績見込み、平成14年度は見通しである。
　　　　 ２．平成２年度以降は９３ＳＮＡに基づく計数であり、平成元年度以前は６８ＳＮＡに基づく計数である。ただし、租税負担率の計数は、租税収入ベースであ
り、
　　　　　　ＳＮＡベースとは異なる。
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図３　国民負担率（平成２年・平成14年）

平成２年

（注）端数の関係で、計数の合計が一致しない部分がある。
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図４　国民負担率の内訳の国際比較

(注)1. 日本は14年度当初予算ベース。日本以外は、「Revenue Statistics 1965-2000 (OECD)」、「National Accounts (OECD)」により作成。
    2. 租税負担率は国税及び地方税合計の数値である。また所得課税には資産性所得を含む。
　  3. 財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は一般政府ベースである。
　　4. 老年人口比率は、日本については2002年の数値(「日本の将来推計人口」(国立社会保障・人口問題研究所、平成14年１月推計)による）、
       その他の国は2000年の数値(国連推計による)である。
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図５　年金保険料負担が突出して重い
（1999年度当初予算）
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　　　　　　　注：消費税は地方消費税込み。　　出所：高山憲之『年金の教室』　PHP新書、２０００年（１８６頁）
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図６　　年齢階層別の平均所得（個人ベース）１９９６年
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出所：高山憲之『年金の教室』　PHP新書、２０００年（９３頁）




